
















































所長 村上　俊介（経） 事務局長 　大矢根　淳（人）
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 木幡　文徳（法）  　兵頭　淳史（経）
 池本　正純（営）  　宮嵜　晃臣（経）
 川村　晃正（商）  　飯沼　健子（経）
 嶋根　克己（人）  　小池　隆生（経）
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   　内藤　光博（法）
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テーマ：Chronicle of a Crisis Foretold：Causes and Consequences of the European Debt Crisis
報告者：Dr. Andy Storey




























































１．発表者： Prof. Kim Joo-Tae（檀国大学）




　コメンテーター ： Prof. Yang jong-gon（檀国大学）
３．発表者：Prof. Sohn Sung-Jin（檀国大学）
“Research Trend of Management Accounting Literatures and Future Directions: Analysis of 














































































































　　― 「性教育バッシング」に対する政府対応―」 ……………………… 広瀬　裕子（所員）
研究ノート
「総力戦体制から国民的総動員システムへ」 ……………………… 桑野　弘隆（客員研究員）
所報 ……………………………………………………………………………………大矢根　淳（所員）
編集後記 ………………………………………………………………………………福島　義和（所員）
３．「社研叢書」第17巻刊行について
2012年度終了（代表：宮嵜所員）：『ワークフェアの日本的展開 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　―雇用の不安定化と就労･自立支援の課題―』
（ 宮嵜晃臣（責）・町田俊彦・高橋祐吉・福島利夫・黒田彰三・内山哲朗・永島剛・兵頭淳史・
鈴木奈穂美・小池隆生・唐鎌直義・湯進の12名）
が、本年度刊行予定である。
４．その他の活動
１．文献資料の収集
（1）社会科学分野にかかわるリファレンス資料に相当するもの（辞書、統計、白書、年鑑等）の
収集に重点を置くという方針に基づいて、文献資料を収集した｡
（2）年度当初から文献購入希望を募り、予算枠を考慮しつつ、随時購入した｡
（3）社研プロジェクト「中国社会研究」の一環としておこなってきた中国経済・社会に関する文
献収集に関しては，東アジア経済社会に対象を広げ実施した。
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２．文献資料の整理、配架
（1）文献資料の検索は「図書カード」によるものとして、収集した文献の整理を行なった｡また、
電子化にむけた作業を開始した（システム構築についての検討開始）｡
（2）CD-ROM版の文献資料はロッカーに別途保管した｡
（3）図書館と重複して購入している和雑誌に関しては、書庫が手狭になったため（直近数年分を
除き）廃棄処分とした｡なお、廃棄にあたっては、希望者に対象雑誌を頒布する期間を設けた。
2014年度は，英文資料についても検討を行い，重複所蔵している年鑑･統計集について，2014
年度より和雑誌と同等の処理をすることとした。廃棄処分をする資料で図書館に欠号の資料に
ついては寄贈を行う。
（4）山田盛太郎文庫整備に関しては，中根康裕客員研究員への意見聴取をふまえて，東亜研究所
時代の文献を中心に保全を図るという基本方針を決定した。
（5）書庫のスペースを確保するために，判型毎に並び替える作業を行った。
（6）その他
「文献ニュース」を社会科学研究所のホームページに掲げ、2013年度末までに収集した主な
文献を中心に新着情報を提供した｡
３．ホームページ（パーソナル・コンピュータ）
パソコンを社会科学研究と当研究所の研究事業を外部により広く公開するための道具として活用
する。
（1）ホームページの充実
ホームページのさらなる充実をすすめた。論文を読みやすくするために、論文単位のファイ
ル化、抄録の作成、問い合わせ先の追加などを検討する。
（2）電子メールの活用
電子メールを活用して、通信業務を効率化した。2007年度より開始した、所員に対する案
内等の原則電子メール化を継続している。
　総会案内、出欠確認、委任状集約等に電子メール（添付ファイル）を利用することを試行して
いるところである。
（3）コンピュータシステムの充実
昨年度、社研内の無線LANを構築し、また、ページ・スキャナを購入・インストールし利
用に供している。
（4）専修大学学術機関リポジトリへの登録
社研のホームページに掲載されている論文（月報・年報）を図書館が運用する「専修大学学
術機関レポジトリ」に登録している（登録するために、月報・年報の投稿規定に、「掲載され
た論文は、原則として、社会科学研究所ホームページおよび 専修大学学術機関リポジトリに
登録し、全文公開する」を追加した）。
以上の論文以外の論文の専修大学学術機関リポジトリへの対応は別途、検討する。
